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 これまでの経緯及び構想策定趣旨 



• 設置者 公立大学法人福知山公立大学 

• 学部等 地域経営学部（地域経営学科・医療福祉経営学科） 

• 概  要 平成28年４月開学（全国６例目となる私大から 

       公立大学法人への設置者変更）。 

       公立化を機に全国から学生・教員が集まる。 

       （昨年度一般入試は全国公立大のうち５番目に高い志願倍率） 

       現在の入学定員120名。今後入学定員200名に 

       増員をめざす。 

福知山公立大学 

• 設置者  国立大学法人京都工芸繊維大学 

• 学部等  工芸科学部 ３・４回生を対象とする 

        「地域創生 Tech Program」専門課程 

          （福知山市や京都府北部の製造企業でのｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ 

           を中心とする２年間の教育課程） 

• 概  要    公立大隣にｷｬﾝﾊﾟｽ開設（旧福知山女子高跡地） 

         平成30年秋より講義・研究がスタート。 

       （１学年約30名、31年度以降２学年約60名を予定） 

京都工芸繊維大学
福知山キャンパス 

福知山に集積する国公立大学＝「知の拠点」 



平成26年度 
 ・平成26年10月   「４年制大学のあり方に関する有識者会議」の開催 
 ・平成27年 ２月  「公立大学検討会議」の開催 
 ・平成27年 ３月   公立大学設置の基本構想 「教育のまち福知山『学びの拠点』基本構想」を策定 

 
平成27年度 

 ・平成27年 ９月  公立大学法人定款等の市議会承認   
 ・平成27年11月  公立大学法人設立、大学設置者変更認可（京都府・文部科学省） 
 ・平成28年 ３月  福知山公立大学 第１期生入試（私立型：志願者1,669名/定員50名）  

 
平成28年度 
・平成28年 ４月  公立大学法人設立、福知山公立大学開学（新入学生58名、編入学生２名） 
            国立大学法人京都工芸繊維大学福知山キャンパス開設（平成30年９月講義開始予定） 
・平成28年 ６月  福知山公立大学 定員増加の学則変更届出（50名⇒120名） 
・平成28年１２月 福知山公立大学・京都工芸繊維大学 大学間連携協定締結 
・平成29年 ３月  福知山公立大学 初の国公立型（文理分割方式）入試（志願者926名/定員120名） 
             成美大学短期大学部 閉校 

平成29年度 
・平成29年 ４月   福知山公立大学 2期生入学（新入学生146名、編入学生12名） 
・平成29年 ５月  産学連携組織「北近畿地域連携会議※」発足 
            （※福公大、京都工繊大、兵庫県立大ほか地元企業約50社が参画） 

・平成29年 ９月  福知山市「知の拠点」整備構想検討委員会設置 

福知山公立大学を取り巻く経緯 



知の拠点整備構想について 

＜趣旨＞ 
 平成28年４月に開学した福知山公立大学の基本構想を定めた「教育のまち
福知山『学びの拠点』基本構想」※を踏まえ、公立大学の学生数の増加や京
都工芸繊維大学福知山キャンパスの開設、国で行われている「地方創生に資
する大学改革」の議論など、開学後の状況変化に対応しつつ北近畿の地方創
生に資するため、福知山公立大学及び京都工芸繊維大学の両大学を核とした
大学の教育研究環境の充実を図るための具体的な実施方針として「知の拠点
整備構想」を策定する。 
 
※「教育のまち福知山『学びの拠点』基本構想」について 
 福知山公立大学の開学に向けて、平成27年３月に策定した本市における「新たな
４年制大学」の意義及び必要性、基本的な理念、教育方針、学部学科体制等につい
て示した基本構想。 
 この構想において、「新たな４年制大学」について、 
・調査研究を集積、発信するための情報発信拠点 
・協調・共存する地域社会の実現に向け、行政、企業をはじめとする様々な組織を

つなぐ連携・交流拠点 
・国立大学法人京都工芸繊維大学北京都分校（仮称）との連携拠点 
といった役割が記述されている。 
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＜検討事項＞ 
①地方大学による地域創生を牽引し、「地の拠点構想」を実現するための福知山公立大学・京都工芸
繊維大学の文理連携や地域との連携強化に関すること ⇒両大学の教育研究、地域との連携にむけた、福知山公立大の 

                                                   教育研究体制の方向性、共同研究拠点のあり方など 

②キャンパス整備計画に関すること  ⇒上記構想実現のための土地利用構想、道路・既存施設・共同利用施設等の整備計画 

③財政シミュレーションに関すること  ⇒上記構想を実現するための新財政シミュレーションの策定 

知の拠点整備構想の概略図と検討事項 

＜概略図＞ 

＜検討事項＞ 

①地方大学による地域創生を牽引し、「知の拠点」整備構想を実現するための両大学の文理連携や  
 地域との連携強化に関すること 
                               ⇒両大学の教育研究連携、地域連携、福知山公立大の学部の充実、京都工芸繊維大の研究拠点のあり方など 

②キャンパス整備計画に関すること ⇒上記構想実現のためのキャンパス周辺の土地・建物利用計画、道路・周辺インフラ等の整備計画 

③財政シミュレーションに関すること ⇒上記構想を実現するための新財政シミュレーションの策定 
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委員会審議スケジュール 

ステージ１ 

• 単位互換やシンポジウム、市民向け生涯学習講座の
共同開催 

ステージ２ 

• 両大学の学部間での共同研究の実施 

• 共同利用施設の設置 

• 産学連携の活性化 

ステージ３ 

 

回数 日程 内容等 

第1回 
９月２０日（金） 

午後２時 

■委員会位置づけ確認、委員長・職務代理選任 
■議事 

１．経緯、議論の背景（国等の動向等） 
２．２大学の現状と今後の方向性 

 ３．２大学の地域連携、文理連携（下記①）の議論の方向性 

第２回 
１０月２７日（金） 

午後 ２時 

 
①福知山公立大学・京都工芸繊維大学の文理連携、地域連携に関すること 
 ■文理連携の具体案 
 ■福知山公立大の将来構想案 など 
②キャンパス整備計画 

■公立大既存建物整備方針 
■工繊大の施設のあり方  
■道路ほか周辺インフラに関すること 

③財政シミュレーションに関すること 
 ■経常経費 
 ■投資的経費 
④その他 

第３回 
１１月１７日（金） 

午後 ２時 

第４回 
１２月２２日（金） 

午後 ２時 

■整備構想とりまとめ 
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平成28年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

年次
計画

年次
計画

-

平成29年度

福
知
山
市

福
知
山
公
立
大
学

京
都
工
芸
繊
維
大
学

福
知
山
キ

ャ
ン
パ
ス

学部体制の最適化・定員増・校舎整備の推進

研究拠点等の整備

知
の
拠
点
整
備
構
想

地方創生総合戦略 計画期間

地域経営学部

（1学部）

学部教育

TechProgram

（3・4年次）
福知山キャンパス

学部教育

TechProgram
（1・2年次）

京都市内本校

定員２００

学部最適化

大学を活かした地方創生施策の展開

キャンパス周辺道路等の環境整備

構想検討

委員会

福知山キャンパス校舎整備

知の拠点

ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ等整備

年次スケジュールの方向性 
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 両大学の文理連携について 



○ 公立大学は、地方公共団体が設置・管理するという性格から、地域に
おける高等教育機会の提供と、地域社会での知的・文化的拠点として中
心的役割を担っており、それぞれの地域における社会・経済・文化への
貢献が期待されている。(文部科学省HPをもとに作成) 

 

○ 地方自治体が自ら設置する公立大学においては、教育・研究の成果を
通して、着実な地域貢献を行うことが求められている。どのような機能
を使い、どのような課題に対して貢献を行うのかについては、それぞれ
の大学で異なる特徴がある。 

 
○ さらに、人材育成を通じた地域貢献という側面からは、地域から求め

られる人材像に従って、教育目標、輩出されるべき人材のスキル、コン
ピテンシーについても検討されなければならない。 
（「時代をLEADする公立大学 公立大学の将来構想に向けての議論の方向性と可能性」 
(2017年5月 一般社団法人公立大学協会 公立大学の在り方に関する検討会議)をもとに
作成） 

 

公立大学の役割について 
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「地方創生に資する大学改革に向けた中間報告」 
（平成29年5月 地方大学の振興及び若者雇用等に関する有識者会議）をもとに作成 

 

〇 基本的な問題認識 

・地方大学は「平均点主義」から脱却し、特色を出すことが必要。 
・産業構造の変化、地域のニーズに応じた人材育成・研究成果の創出が必要。 
 

〇 地方の特色ある創生に向けた地方大学等の対応 

・「特色」を求めた大学改革・再編 
多様な進学需要に対応し、地域を担う多様な人材やグローバル化に対応した人
材を育成し、地域の生産性を高めることが重要。 
この領域・分野ならこの大学といった「特色」にも配慮した大学改革を進める。 

 
・地方での役割・位置づけの強化 

地域の産業界や地方大学等とも連携をしながら、地域産業や人材育成に関する
ビジョンを示し、地域の中での地方大学の役割・位置づけを明確化し、地域の
産業構造・就業動向等を踏まえた産官学連携を強力に推進する。 

 
・地域の生涯学習、リカレント教育への貢献や地域のシンクタンクとしての機能 
 

 

国における地方大学の議論について 
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テーマ①両大学の文理連携や地域連携について 

ステージ１ 

• 単位互換やシンポジウム、市民向け生涯学習講座の
共同開催 

ステージ２ 

• 両大学の学部間での共同研究の実施 

• 共同利用施設の設置 

• 産学連携の活性化 

ステージ３ 

 

＜議論の背景＞ 
○ 「教育のまち福知山『学びの拠点』基本構想」の中で、 
 ・福知山市を含めた北近畿地域においては、進学・就職による高校生の

都会への流出は、地域社会にとって深刻な課題の一つであることから、
当地域において「地域で学び、そして働く」という人材循環システム
の構築が必要であり、“教育のまち福知山”として、積極的な教育施
策の展開を図り、当地域における学術都市としての役割を担っている
ことから、 

 ・新たな４年制大学（福知山公立大学）、京都工芸繊維大学北京都分校
（仮称）を核として、地域、企業、行政・教育機関、その他各種団体
等が、連結かつ結集することにより教育のまちづくりを推進し、地域
の将来を担う人材の育成、地域社会の発展、地域産業の育成・振興等
を図り、本市を含む当地域の発展に寄与する 

 こととされている。 
 
⇒ この内容を踏まえつつ、公立大学の学生数の増加や京都工芸繊維大学

福知山キャンパスの開設、国で行われている「地方創生に資する大学改
革」の議論など、開学後の状況変化に対応した形で、あるべき両大学の
地域連携・文理連携を具体化する。  

 



福知山公立大学の現状と将来構想案ー１ ＜現状＞ 

 平成28年４月、基本理念を新たに「市民の大学、地域のための大学、世界
とともに歩む大学」とし、私立大から公立化し福知山公立大学となった。 

学部 学科 入学定員 在学生数 

地域経営学部 

地域経営学科 95名 217名（男：158名、女59名） 
計 

267名 
医療福祉経営学科 25名 50名（男：26名、女24名） 

平成29年5月1日現在 ＜教育研究体制＞ 

付属施設・機関：メディアセンター、北近畿地域連携センター、市民学習・キャリア支援センター、国際交流
センター 

教員 事務職員 合計 

教授     13名（うち特任4名） 

12名 35名 
准教授    7名（うち特任1名） 

助教   3名 

合計  23名（うち特任5名） 

専任教職員体制 



・福知山公立大学研
究活性化助成金 
・教員プロジェクト 
・自治体、企業等か
らの受託研究 
・科研費 

福知山公立大学の現状と将来構想案ー２ ＜現状＞ 

 京都工芸繊維大学 

地域社会 

地域団体 
自治体 

企業（商工業） 
農林水産業 
地域自治組織 

NPOなど 

福知山公立大学 

連携 

連携 

北近畿の高等学校 

連携 

まちかどキャンパス 

包括協定 

開学記念連続講演会 

地域協働型教育研究 
地域創生セミナー 

若者キャリア支援研修 

市議会議員向け研修 

公開講座（井口学長塾） 
京都高齢者大学校 

北近畿校 

受託研究 

海外大学との 
交流準備 

 
地域に根ざし、世界を視野に活躍できる高度な
知識及び技能を有する人材（グローカリストの
育成） 
・地域経営学科    ・医療福祉経営学科 
  公共経営系 
  企業経営系 
  交流観光系 

育成する人材像 

田舎力甲子園 

連携 

メディアセンター 

インターンシップ 

研究 

シンポジウム 

自治体職員向け研修 北近畿地域連携会議 

地域連携研究 
プロジェクト 

国際交流センター 

市民学習・キャリア 
支援センター 

北近畿地域連携センター 



福知山公立大学の現状と将来構想案ー３ ＜現状＞ 

＜収入構造＞ 

国 

福知山市 

福知山公立大学 

参考資料：平成28年度決算報告書 

運営費交付金 
（地方交付税＋福知山市の支出） 

大学の収入に占める運営費
交付金の割合 
60%（平成28年度決算） 

自己収入： 
授業料、入学金等    

地方創生関連交付金 
      

地方交付税 
（大学に関する経費が含まれる） 



福知山公立大学の現状と将来構想案ー４ ＜連携＞ 

１．京都工芸繊維大学や地域とのこれまでの連携の状況 

２．連携を深めることにより期待される効果 

・包括協定の締結 
・まちかどキャンパス（福知山）における教員、学生の協働 
・シンポジウム等の共催 
・北近畿地域連携会議の設立 

・両大学の教育研究資源を活用することにより、様々な地域課題に対して経
営面、管理面、技術面からのアプローチによる効果的な課題解決が可能とな
る。 
 
・両大学の学生が協働して行う課題解決型学習により、それぞれの専門分野
以外の課題解決の方法について学ぶことができ視野が広がる。 
 
・両大学が密接な連携をとる知の拠点は、地域の自治体、企業その他各種団
体、住民にとっては間口が広くなり、地域の活性化に資する。 



福知山公立大学の現状と将来構想案ー５ ＜将来構想＞ 

①「地域経営学」、「地域協働型教育研究」の検証と深化を図る。 

②「知の拠点」の充実、進学機会の拡充、高齢化をはじめとした様々な地域課題の解決及び大学経営基盤
の強化のためには既存学部の充実及び新学部の設置が必要である。 

③学部新設・再編に対応した大学院の設置を検討する。 

④教員や事務職員の増員、施設・設備の整備など修学環境の充実を早急に図る。 

＜将来へ向けた方向性＞ 

 ②につき、現状及び将来ニーズ等を踏まえ学内で検討中 

大学検討案 養成する人財像 

工学系 

 地域産業クラスターや地域生活等の支援の基礎となるICTの向上・創造（ソフトの開発）、生
活密着型ソフトの開発を担える人財の育成。 
 さらにこれらを活用し、新製品の創造（プロダクトイノベーション）、高齢過疎社会におけ
る健康状態の見守りサポートシステムの構築等ができる実践的技術者の育成を目指す。 

保健福祉系 

包括的に地域の医療を担える人財 
 健康（栄養）、看護、診療情報管理、介護福祉という一連の医療行為（治療除く）を担う。
とくに看護系は適性・技能・知識ともに高度な治療・医療に対応できる人財、患者に寄り添え
る人財を育成する。 
 現在の医療福祉経営学科は本案組織の中に位置づけられることになる。 

既存学部の充実 内容 

地域経営学部 

 公務員人財の育成とともに、これと並行して地域課題の改善・解決に向けて実践的に取り組め
る人財の育成を目指す。また、地域の情報を収集・分析し、地域課題の改善・解決に向けた方向
性等を提案できる人財の育成にも力を注ぐ。総じて地域課題の改善・解決に国際的視野から対応
できるグローカリストの育成を目指す。 

※以上のほか、国際文化系（国際化に対応したグローバル人材）についても検討している。 
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福知山公立大学 学生数の見通し 
参考 



福知山市公立大学周辺位置図 

 
１号館 
（法人事務局） 

  

 
構成棟 
（遊休中） 

  

 
４号館（講義室、図書館、研究室） 

 
２号館（北近畿地域連携ｾﾝﾀ、介護福祉学校） 

 
３号館 
（旧成美短大：成美所有） 

  

体育館（成美所有）  

旧女子高400号館 

（遊休中：成美所有）  

 
グラウンド・屋内練習場 

  

大学グラウンド 

 
京都工繊大 
（旧女子高100号館） 

  
大学生駐車場 
（借用中：成美所有）  

食堂 

 
京都工繊大 
（旧女子高200号館） 

  

福知山公立大・京都工繊大 キャンパス周辺図 
参考 



北近畿地域の高校生の進学状況等 
参考 

福知山市 舞鶴市 綾部市 宮津市 京丹後市 与謝野町 伊根町
但馬地域
（3市2町）

丹波地域
（2市）

京都府 兵庫県

人口（2015年国勢調査） 570,788 78,956 84,016 33,835 18,427 55,096 21,842 2,110 294,282 170,311 106,195 276,506 127,110,047 2,610,140 5,536,989

高等学校卒業者数  a 5,523 1,150 577 296 369 500 126 － 3,018 1,650 855 2,505 1,064,376 22,966 45,872

大学等進学者  b 2,747 580 303 125 198 244 52 － 1,502 865 380 1,245 579,938 15,249 27,886

4年制大学進学者  c 2,314 511 233 92 178 206 35 － 1,255 704 355 1,059 519,132 13,911 25,469

短大進学者 d 404 68 42 33 20 38 17 － 218 161 25 186 55,620 1,254 602

専修学校（専門・一般課程）進学者 e 1,291 223 130 68 90 151 52 － 714 399 178 577 232,817 4,291 9,212

公共職業能力開発施設等進学者 f 94 13 10 6 17 9 4 － 59 31 4 35 6,376 97 132

就職者 g 1,253 296 107 87 62 93 16 － 661 315 277 592 188,905 1,977 6,311

大学等進学率　（b/a*100） 49.7% 50.4% 52.5% 42.2% 53.7% 48.8% 41.3% - 49.8% 52.4% 44.4% 49.7% 54.5% 66.4% 60.8%

4年制大学進学率　（c/a*100） 41.9% 44.4% 40.4% 31.1% 48.2% 41.2% 27.8% 0.0% 41.6% 42.7% 41.5% 42.3% 48.8% 60.6% 55.5%

短大進学率　（d/a*100） 7.3% 5.9% 7.3% 11.1% 5.4% 7.6% 13.5% 0.0% 7.2% 9.8% 2.9% 7.4% 5.2% 5.5% 1.3%

専門学校進学率　（e/a*100） 23.4% 19.4% 22.5% 23.0% 24.4% 30.2% 41.3% 0.0% 23.7% 24.2% 20.8% 23.0% 21.9% 18.7% 20.1%

就職者比率　（ｇ/a*100） 22.7% 25.7% 18.5% 29.4% 16.8% 18.6% 12.7% 0.0% 21.9% 19.1% 32.4% 23.6% 17.7% 8.6% 13.8%

兵庫県北部
計

全国

参考
北近畿地域
（10市4町）

京都府北部（5市2町）
京都府北部

計

兵庫県（5市2町）

■平成２７年度学校基本調査 



国等の動向等について① 

＜今後の成長分野＞ 
 「未来投資戦略2017」（内閣官房日本経済再生総合事務局公表。下記資料
参照）によると、第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、
ロボット）の先端技術をあらゆる産業や社会生活で導入することが今求めら
れることとして記述。 

※内閣官房資料より抜粋 

参考 



国等の動向等について② 

＜昨今の政策提言等＞ 
○ 大学における工学系教育の在り方に関する検討委員会「大学における工学系教育

の在り方について（中間まとめ）」（平成29年６月27日） 
 

   『近年の情報通信技術関連の急速な進展が産業や社会の急速な構造変革をもたらし，第４次産業 

革命1や超スマート社会（Society5.0）2がうたわれる中で，戦略的に強化すべき基盤技術として，AI

（人工知能），IoT（Internet of Things），ビッグデータ解析技術，システム構築技術，サイバーセキュリ

ティ技術などが挙げられる。』 

  『第４次産業革命や超スマート社会（Society 5.0），あるいはその先の時代において要請される人材

育成のための工学系教育の革新を行い，新たな産業を支える基盤技術の創出を行うことができる人

材を育成することが，喫緊の課題といえる。 』 

 
○ 日本経済団体連合会「グローバル人材の育成・活用に向けて求められる取り組み

に関するアンケート結果」（平成27年３月17日） 
 

  『グローバル経営を進める上での課題については、「本社におけるグローバル人材育成が海外事業

展開のスピードに追いついていない」との回答が最も多く（194社、63％）、次いで、「経営幹部層にお

けるグローバルに活躍できる人材不足」「海外拠点の幹部層の確保・定着」などが多く挙げられ、グ

ローバルに活躍できる人材不足が大きな経営課題として認識されていることがわかった。』 

参考 



本市における産学連携に係る議論について 

○ 「知の拠点(地方大学)の振興と若者定着・産業振興に関する懇話会」※

において、産業団体の意向として、「新たなローカルイノベーション、共同研
究及び新産業分野の創出と技術移転」について、 

 
   ・    情報（IT）の活用による生産管理システムの構築や操業形態の効率化の

提案に期待する。 
   ・  新素材や、製品の研究・開発で連携したい。 

   ・  研究や開発に向けた社が保有するデータの提供や機器設備の使用が可
能である。  

   ・  技術や設備の連携には積極的に協力する。 
   ・  連携できる分野を探っていきたい。 

 ・  中小企業である弱みを、産学連携により強みに変えることができる。 
  との意見をいただいた。 
 
※ 「知の拠点（地方大学）の振興と若者定着・産業振興に関する懇話会」 
 について 
   福知山公立大学、京都工芸繊維大学など「知の拠点」となる地方大学と長田野工業団

地をはじめとする各企業、また、地域の商工業施策をリードする商工団体、さらには行政
それぞれが連携し地域創生を牽引するための意見交換の場。 

参考 



想定される２大学連携の取り組みについて 参考 


